都市近隣組織の発展過程 : コミュニティ・ガバナンスの日米比較論 by 大内 田鶴子
都市近隣組織の発展過程: コミュニティ・ガバナンスの日米比較論 要約 
この論文は、民主主義の小学校となる日常的な地域小組織の発見を目的として、アメリカの近隣組織
(Neighborhood Association、Home-owners Association)と日本の近隣組織(町会・町内会・自治会・区会
等)の比較考察を行った。 
アメリカで日本と類似して組織化されている Neighborhood organization を積極的に捉え、ネイバー
フッドと町内会・自治会を包括する概念として近隣組織(neighborhood organization)という言葉を使用
することにした。本稿の取り組みは、学術理論の外で慣習として積み重ねられている地域活動を近隣組
織として可視化することである。このため、過去の研究書や、歴史学の成果を、そしてアメリカの近隣
組織会議に参加して得られた経験などを、社会学的観点から動員して「近隣組織論」を展開した。 
これまでの町内会論争は、近代以降の都市社会の問題として捉えられてきたのであるが、この論文で
は都市の近隣組織を江戸時代中・後期以降からの問題として視点を変えて考察した。視野を過去に拡大
した理由は、アメリカとの比較研究を行う上で、原点としたトックヴィルの描いたアメリカの民主主義
が、1831年頃の地域共同体であったからだ。アメリカとの比較から日本の地域小組織の民主主義的な土
台の可能性を見出そうとするもので、拙著『コミュニティ・ガバナンス』を受け継いで本論文を展開し
た。このような意味で、本論文の構成は、日本の近隣組織の歴史社会学的研究と、アメリカの近隣組織
の研究の二部構成となっている。 
日本の統治構造を特色づける地域小組織(近隣組織・Neighborhood Association)は、近代化の過程で二
度解体された。一回目は、1868年明治維新に際して。二回目は、1945年の GHQ占領統治に際してであ
る。これらは全て国の統治機構の解体との関連で生じた出来事であった。ところが、政府が解体を試み
たにもかかわらず、不死鳥のように自生してきたのが町内会であった。五人組は、大正 10年ころまでは
住民主導で組織化された住民自治団体となっていたのである。それが、昭和 15 年から昭和 20 の間に、
政治利用されたこと、占領統治下での誤解が影響して、解体された。これらのプロセスを経て近隣組織
は次第に姿を変えていった。歴史研究の章では、これらの経緯を江戸時代末にさかのぼって精査した。 
日本の五人組制度は、同時代のアメリカ・ニューイングランドのタウンに対等に比較できるような自
治を行っていたことが、後藤新平の『江戸の自治制』を精読することで理解される。残念ながら明治政
府はその仕組みを生かすことができなかった。江戸時代に由来する都市近隣組織を破壊したことの代償
が共同体の支えを欠いた明治以降の統治であった。 
大正 10年頃東京市の自治制施行をきっかけとして、市民と政府との断絶を心配した穂積陳重が『五人
組制度論』、後藤新平等が『江戸の自治制』という研究著作を相次いで刊行したが、結論部分は第三者に
よって軍事的組織観から書き換えられたことが推測される。昭和初年、世界恐慌と中華事変の勃発によ
って世の中に危機感が醸成されると、強い政府が求められるようになった。悪化する都市問題の中で、
市民の生活改善の要請を政府につなぐことのできない政治家に代わって、国家的課題を直接担おうとす
る国家・近隣自治共同体幻想が出現した。本稿では、大正 10 年頃から昭和 20 年に至る、近隣組織と国
家の社会幻想、ユートピア社会観が展開したストーリーを素描した。幕末においては、自然発生的自治
団体としての内実を備えていた近隣組織(五人組)の慣習が、昭和初年には、国家に従属する行政組織とし
ての幻想「国家並びに帝都の要求に応ずる実践単位をなす町会の細胞組織」に形を変えて『隣組三綱領
九則』綱領の中に刷り込まれ、近隣組織観を歪めていった。 
1969年の国民生活審議会答申を契機としたコミュニティ論争では、都市における近隣の学術的な検討
が不十分であるため「都市の近隣が現在でも自己完結性を保つという観念が十分に払拭されていない(中
村 1972、1973)」と鋭くも指摘されている。その後プットナムの『ボーリングアローン』やデイビスの
『要塞都市 LA』など欧米の都市社会学的研究では、コミュニティの崩壊が強調されるようになった。本
論文は 1969年の国民生活審議会答申がこれら欧米の動向を先取りして検討し、日本のコミュニティ崩壊
問題に国の立場から意見表明したものとして位置付けた。地域共同体を人間性回復の場として再構築し
ようという構想として、答申が提出されたものであるが、このようなユートピア構想、社会運動志向は、
昭和初期の全国的な町内会結成の動き、加えて敗戦直後の「新生活共同体結成」構想と相似している。 
本論文では、アメリカ近隣組織研究との比較から、1969年答申については第二章 2の(3)の次のような
記述に注目した。「（3）住民欲求統合の場:   生活の多様化，高度化に伴って，住民の間からは各種の不
満や要求が生じてくる。住民相互間の対立もある。このような場合に，コミュニティは住民間の問題や
要求を統合するための一つの場としての機能を持つ。コミュニティは住民から生ずる各種の不満と要求
の間の利害を構成員の合意に基づき合理的に調整する。このような対話による民主的な方法が，コミュ
ニティの個々の構成員に安心感と信頼感を与えることとなり，住民自身も市民社会の一員としての自覚
を高めることになる」。昭和 13 年頃の町内会整備が全国で開始された時点では、選挙粛正運動の中で、
政治腐敗への嫌悪から利害対立という事象そのものを見ないようにしようとする力が働いていた。昭和
13 年には、常会という会議体が行政職員から案出された。しかしこれらは会議の運営方法を誤ったため
に、現実的な利害対立を見えなくする洗脳集会と化してしまった。 
日米比較の視点から見た近隣組織研究の結論として、会議体をうまく運営することの重要性を指摘す
ることができる。 
アメリカの市民社会で最も良く使われている、議長の指南書『ロバート議事法』は、開会から閉会ま
でのノウハウを指導している会議運営のマニュアルである。マニュアルといっても、この本編は 1876年
初版の時代から、現代まで生きて活用されている議事法指導の書であり、実は、何百万回重ねられた話
し合いの経験から、工夫をかさねて改正と追加を繰り返してきた 670 ページに及ぶコモンローの体系で
ある。このマニュアルの中に討議と合意形成の英米の慣習法と思想が実在しているといって過言ではな
い。アメリカの近隣組織から学ぶことのできる知見は、討議によって民主主義的な意思決定を行う試行
錯誤の実践であり、少数意見を重んじながらの多数の意見の支配の具体的な例である。こうした伝統を
持つアメリカの近隣組織と日本の近隣組織の規約標準を突き合わせ、比較して言えることは、日本的な
モデル規約には広い意味での政治的技術つまり、オープンなコミュニケーション、手続きの公平性、決
定したことの実行(有効性)などの規定が不足しているのである。居住者の流動性、居住者の異質性が高く、
住むことにまつわる利害対立のきっかけがいやおうにも増している現代都市社会においては、サンプ
ル・バイローには、組織運営の手続きやコミュニケーション重視の規約作成様式として学ぶべき点が多
く含まれている。 
事例研究によれば、ポートランド市の近隣組織やディストリクト連合は、その能力や行政的効率が多
種多様である。近隣組織のような現場では、会議の進め方、ボランティアのシフトの調整や研修、思考
の戦略性、効果のあるコミュニケーション、紛争解決の仕方などマネッジメントの方法が個別的具体的
に異なる。しかもリーダーや参加者は入れ替わるので、市役所は常にアウトリーチ、研修、リーダー育
成、組織開発を要求されている。行政がそれに対応できないと、ごく少数の人に負担がかかり、ボラン
ティアが燃え尽きるということも起こる。ポートランド市のネイバーフッド・システムの 30年にわたる
実践から得られた教訓は、民主主義実践の混沌という現実であり、日米共通の現場の課題であることが
理解された。ポートランド市の近隣プログラムコーディネーター、ライスナーは、民主的ガバナンスは
二種類のやる気も能力もあるパートナーを要求していると結論している。すなわち、コミュニティと政
府(統治体)のどちらの意欲と能力が欠けてもうまくいかない。 
アメリカのコミュニティ・オーガナイザー、スモックが述べているように、近隣組織の構造(Permanent 
neighborhood structures)や、近隣や区のレベルでの公的な委員会 (neighborhood council, priority 
boards, neighborhood action committee )の仕組み、これらの永続する構造が、コミュニティを参加民主
主義に向かって推進することができるように、具体的方法を見出すことが、今後の課題である。全市域
的仕組みであれば、意見を言う手段が公的に整えられる。この仕組みは代表制の議会とは異なる新たな
政治的な構造である。スモックの意を汲めば、これらは全市的に上からかぶせられるのではなく、それ
ぞれの地域で創造されなければならない。 
テンニエスの『ゲマインシャフトとゲゼルシャフト』の研究は、日常的な慣習と公的制度的な仕組み
づくりを媒介する理論として、今日再度見直されるべきである。ゲマインシャフトとは個人的自我にと
ってはアプリオリに存在する自然的法・秩序の総体であり、それは言語であり、アイデンティティであ
り、了解のコミュニケーションを可能にするものとして存在している。ディランティが提起したコミュ
ニケーション可能なコミュニティとは、ゲマインシャフト問題を深く考えるべきだ、と言い換えること
ができる。それは、家族・因習・慣習・近隣の役割を見直し、新たな内容で強化することが要請されて
いるということである。テンニエスの言うように、現在の民主主義的政治制度の基礎である社会契約は
ゲゼルシャフト的人間関係の一つである。近代以後の政治経済社会で結ばれる社会契約は、しかし、神
との契約というゲマインシャフトに支えられて始めて効力を持つものである。ニューイングランドのタ
ウンは神の共同体というゲマインシャフトを基盤として発展、社会契約による統治方法を発達させた。
神との契約を忘れ、あるいはまた、キリスト教以外の神に支えられている共同体の成長によって、土台
を取り払われた現代西欧社会は、社会のゲゼルシャフト化に振り回されているといえる。そうした意味
で、今一度民主主義の小学校となる日常的な地域小組織を再構築する必要がある。 
